
配偶者控除と配偶者手当 

配偶者控除の現状 

 このところ続いている政策論議に配偶者

控除の対象をどうするかと言う問題があり

ます。政府・与党には「働き方改革」の一

環である所得税の配偶者控除廃止と言う動

きもありましたが、最近は一転し、対象範

囲を広げて 150 万円までの控除とする方針

が出ています。 

現行の配偶者控除の所得と課税の関係は

どうなっているのでしょうか。 

パートの配偶者（多くは妻）は「103万円」

の壁を意識して勤めに出る方がいます。年

収に対し次のようになります。 

・100 万円超  住民税課税 

・103 万円超  所得税課税 

（夫の配偶者控除無し） 

・106 万円以上  大企業勤務 社保負担発生 

・130 万円以上 社保料負担発生  

・141 万円以上 夫の配偶者特別控除無し 

配偶者控除の対象拡大方針 

今までも妻の収入が 103 万円を超えた場

合は配偶者特別控除の減税を実施していま

したが、非課税の範囲を 150 万円までは今

までと同額の 38 万円の所得控除が受けら

れるようにする方針を示しました。150 万

円を超えて控除が無くなっても徐々に控除

額が減って行く仕組みを取り入れるようで

す。しかし「130 万円」という壁は存在し

続けています。130 万円以上になると年金

や健康保険の社会保険料が発生します。こ

こで収入を抑えてしまう可能性はあります。

さらに控除を受けられる世帯主の年収を

1,120 万円以下として、1,220 万円までは段

階的課税とし、非課税対象の拡大による税

収減を防ぐため控除を受けられる世帯の年

収を制限する方針です。 

企業の配偶者手当の行方は 

妻が年収 103 万円を超えると支給されな

い配偶者手当を給与で払っている企業も多

く、経団連は会員企業に見直しを求めてい

ます。人事院の調査でも家族手当（配偶者

手当）に収入制限を設けている企業のうち

約 7割が支給基準を年収 103 円までに制限

しています。将来非課税の基準が変われば

103 万円の基準の根拠は無くなります。企

業によっては配偶者手当を止め子供手当を

増額する企業もあります。従来のままの配

偶者手当は見直す時期に来ているのかもし

れません。 

daily コラム
2016年 12月 14日(水) 

〒810-0001 福岡市中央区天神 2-8-49 ヒューリック福岡ビル 7階

税理士法人かさい会計 TEL 092-771-4421 FAX 092-771-1417 

Email info@kasai-grp.co.jp

以前よりは

年収を気に

しないで働

けるのは助

かるわ 


